
２．翌事業年度以降の特定の日以後使用しないという決定をした資産 （単位：円）

用途 第１寮

種類 建物

場所 石井第二団地（栃木県宇都宮市石井町2980）

使用しなくなる日 令和８年４月１日

使用しないという決定を行った
経緯及び理由

寮の老朽化に伴う修繕費用の増加及び寮利用に対する需要
の低下により、当該建物について使用廃止する決定がなさ
れたため。

将来の使用しなくなる日におけ
る帳簿価額

15766055円

回収可能サービス価額 備忘価額

減損額の見込額 15766053円

２．金融商品の時価等
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、現金は注記を省略しており、預金、未収入金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳
簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：円）

貸借対照表計上額（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

投資有価証券及び有価証券
満期保有目的債券 980581995 839232530  141349465
売買目的有価証券 99322100 99322100 0
その他有価証券 740000000 740000000 0

減価償却引当特定資産 8632724 8632724 0

長期借入金 (734028000) (687183618) 46844382

（＊１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（＊２）減価償却引当特定資産には、預金8632724円が含まれております。

Ⅸ．重要な債務負担行為 （単位：円）

件 名 契 約 金 額 うち令和８年度以降支出
予定額

宇都宮大学及び放送大学栃木学習セン
ター建物清掃業務

83754000 83754000

大型バス運転管理等業務請負契約 10863171 10863171

令
和

年


月


日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

Ⅵ．金融商品関係
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達につ
いては金融機関からの借入れに限定しております。
資金運用にあたっては国立大学法人法第35条の２が準用する独立行政法人通則法第47条の規定
に基づき、公債及びＡ格以上の社債を保有しており株式等は保有しておりません。
上記とは別に、篤志家から現物寄附をいただいた株式を保有しております。
借入金の使途は学生寄宿舎改修整備のための資金であり、主務大臣により認可された資金計画
に従って、資金調達を行っております。

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以
下の三つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

 投資有価証券及び有価証券
社債及び公債については、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レ
ベル２の時価に分類しております。
株式については、活発な市場で取引されているため、レベル１の時価に分類しております。

 減価償却引当特定資産
減価償却引当特定資産は預金で構成されています。預金は帳簿価額をもって時価としており
ます。
 長期借入金
時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割
引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

Ⅶ．賃貸等不動産関係
当法人が保有する賃貸等不動産は、その総額に重要性が乏しいため、注記の記載を省略しており
ます。
Ⅷ．資産除去債務関係
１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
 当該資産除去債務の概要
当法人が保有する建物の解体時におけるアスベスト及び放射性同位元素によって汚染された
建物等の除去費用について、資産除去債務を計上しております。
 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を９年～46年と見積り、割引率は0397％～2285％を使用して、資産除去債務
の金額を計算しております。
 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 18440543円
有形固定資産の取得に伴う増加額 0円
時の経過による調整額 245385円
資産除去債務の履行による減少額 0円
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期末残高 18685928円
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